
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

12,000

生活文化課長
菅原　信

10,864

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 11,414

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成２６年度）
増加を目
指す指標

11,398

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

45,000

生活文化課長
菅原　信

44,783

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 46,731

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成２６年度）
増加を目
指す指標

45,256

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

13,000

生活文化課長
菅原　信

11,717

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 11,964

事業
形態

□ □ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成22年度）
増加を目
指す指標

12,600

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

13,000

生活文化課長
菅原　信

12,851

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 16,355

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

14,545

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

4,636

9,816

地域力向上への支援

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

にぎわいと活力あふれるまち 05-01施策番号・名 05 コミュニティ活動への支援

目標達成率

根拠
法令
等

05-01-04

コミュニティホー
ル管理事業

05-01-02

生活文化課
市民相談・施設係

生活文化課
市民相談・施設係

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

説明：図書室運営管理委託事業者におい
て当施設の積極的な広報活動を行ってい
くよう見直しをした。

総合評価（課題・方向性）：当施設で
は地域コミュニティの醸成のため、管
理運営委員会において図書に関わる事
業のほか、様々な事業の実施に際し、
関連図書の展示を行うなどの事業と図
書の関係性を持たせることで、図書室
の周知と利用促進を行っている。今後
も引き続き図書との関連を持たせる事
業を実施し、地域のコミュニティ醸成
に寄与していく。

説明：地域住民による管理運営委員会を
組織し、図書室の管理運営や事業展開を
行うことで、地域のコミュニティ醸成に
寄与している。

総合評価（課題・方向性）：当施設で
は図書の貸出のみならず、地域コミュ
ニティの醸成のため図書に関する事業
を実施し、図書室に足を運ばなくても
図書と触れることのできる事業を創意
工夫し実施している。今後も更なる利
用促進のため図書室や実施事業をホー
ムページを利用し周知をすることで認
知度の向上や利用者増を図っていく。

15,877

対象

年間開館
日数(日)

13,245 1,213

行政
補完的

該当

上乗せ

対象

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

　

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

年間開室
日数。２
施設合計
(日) 8,790

行政
補完的

政策的

4,228

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

 (改正実施年度　　年度)

給付
事業

該当 野火止地区センター図書室の
運営
図書室管理運営委員会との運
営協議、補助金の交付

図書を媒体とした地域住民の
交流の場が確保される

市民

294 4,117

業務フローに改
善の余地がある

4,540 15,442
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

上乗せ 横出し

292

対象

年間開室
日数(日)

政策的

清瀬市

説明：コストと開室日数は大きな変動が
ないため、効率性についても大きな変動
は生じない。

148,068

4,228 408

4,117 423

5,708

8,754

効率性 3

西東京市

義務的
(法律・政令等)

制度改正の
余地がある 　

達成度

29年度の方向性 現状維持

（市）東久留米市野火止地区センター図書室補助金交付要綱

295 4,265 4,265 413 4,678 15,858

事業
内容
・

活動
手段

図書の年
間貸出冊
数(冊)

　

廃止予定
の有無

現状維持

（市）東久留米市コミュニティ図書室補助金交付要綱

586 8,687 8,687 1,238 9,925 16,937

事業
内容
・

活動
手段

市民

南町、下里コミュニティ図書
室管理運営委員会への補助金
の交付
下里コミュニティ図書室の公
共料金の支払い、清掃、樹木
の選定等の施設管理

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

580

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性

対象 外部評価

図書の年
間貸出冊
数。２施
設合計
(冊)

効率性 3

目的
・

意図
清瀬市 西東京市

579

図書を媒体とした地域住民の
交流の場が確保される

一部
委託

指定
管理

補助
金

制度改正の
余地がある 　

8,790 1,224 10,014 17,266

市民

達成度
年間利用
件数(件)

170,327

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：コストと開室日数は大きな変動が
ないため、効率性についても大きな変動
は生じない。

 直営
（委託無）

8,754 1,268 10,022 17,309
財政健全経営計画

実行プラン

小平市 東村山市

全部
委託

29年度の方向性 現状維持

（市）東久留米市地域センター条例

1,071 160,040 10,535 149,505 5,774 165,814 154,822

説明：平成２７年度を以って指定管理者
の期間満了となり、２８年度からの業務
フロー等には変更が生じる可能性があ
る。

総合評価（課題・方向性）：各施設と
も開館から15～25年経過し老朽化が著
しく、突発的な機器の故障が発生する
など、定期的な修繕費のみでは対応し
きれない状況であり、公共施設マネジ
メントに則った計画的な改修を行い施
設の延命化を図る必要がある。施設の
老朽化に伴い今後の長期的な有効活用
を行うため、指定管理者との連携を進
めているところであるが、２９年度に
ついても引き続き推進するところであ
る。
平成２８年度から指定管理者が変わっ
たことにより、これまで培った地域と
のつながりを維持するとともに、新た
な事業展開を期待する。

事業
内容
・

活動
手段

　

廃止予定
の有無

21,510 3,000

業務フローに改
善の余地がある 　

説明：２６年度は施設関連の工事による
費用があり、大規模工事が無かった２７
年度と比較するとトータルコストの減と
なっている。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

年間開館
日数。３
館合計
(日)

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1,068 164,412 11,800 5,953
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

上乗せ

指定
管理

補助
金

効率性 4

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当 西部・南部・東部の３地域セ
ンターの管理運営（指定管理
者による）

市民文化の向上とコミュニ
ティ活動増進の場が確保され
る 5,915146,659 159,482

188,102 176,125

横出し

1,068 182,394

目的
・

意図

現状維持

（市）東久留米市コミュニティホール条例

281 9,345 1,329 8,016 1,032 10,377 36,929

説明：集会施設を有するコミュニティ
ホールは、地域コミュニティ形成の場と
して多くのご利用をいただいている。

総合評価（課題・方向性）：コミュニ
ティホール東本町は稼働率も高く、多
くの方にご利用いただいている。今後
も地域交流の拠点として利用していた
だくよう業務継続していく。
一方で、防災の観点から当施設は帰宅
困難者等の一時滞在施設となっている
ため、防災防犯課との連携を深め、有
事の際の対応拠点として、日常から整
備体制を整える必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

年間利用
者人数
(人)

効率性 1 達成度

　

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

29年度の方向性

　

廃止予定
の有無

説明：効率性については、平成２７年１
月にコミュニティホール上の原が廃止に
なり開館日数の大幅な減少が生じたこと
により単位当たりのコストが増大した。

 直営
（委託無）

13,448 14,505

05-01-03

生活文化課
市民相談・施設係

コミュニティ図書
室運営事業

野火止地区セン
ター図書室維持管
理事業

05-01-01

生活文化課
市民相談・施設係

小平市 東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

外部評価

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

行政
補完的

小平市 東村山市

自主的
(条例・規則等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

 (改正実施年度　　年度)

地域センター管理
事業

市民

西東京市

612

横出し

563 25,337

清瀬市

12,616 1,057832

12,032 1,020

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

交流を図るとともに、コミュ
ニティ活動増進の場が確保さ
れる

14,265

23,701

コミュニティホール東本町の
管理運営を行う

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

地域力向上への支援

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

にぎわいと活力あふれるまち 05-01施策番号・名 05 コミュニティ活動への支援

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

2,150

生活文化課長
菅原　信

2,050

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2,112

事業
形態

□ □ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2,248

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

40

生活文化課長
菅原　信

38

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 39

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

39

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

生活文化課長
菅原　信

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

生活文化課長
菅原　信

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

2 9

廃止予定
の有無

728 364,000

東村山市

廃止予定
の有無

財政健全経営計画
実行プラン

外部評価

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

対象

87

根拠
法令
等

自治会活動支援事
業

根拠
法令
等

市民プラザ管理事
業

05-01-05

生活文化課
市民相談・施設係

1 82 83 #DIV/0!

（国）地方自治法第２６０条の２

5,017 51,194

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

05-01-06

生活文化課
市民協働係

生活文化課
市民協働係

自治会法人化認定
事業

05-01-08

生活文化課
市民協働係

自治会連合会会議
事業

05-01-07

不動産などを保有する自治会
の法人化の認可を行う。
地縁団体への証明書発行事
務、変更事項に関する告示事
務、その他地縁団体に関する
事務

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

清瀬市 西東京市

0 2

0

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

1

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

主体的にコミュニティ活動が
できる

小平市

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

#DIV/0!

説明：
地方自治法に規定された義務的事業であ
る。

総合評価（課題・方向性）：
自治会にとってメリットだけでなく、
デメリットも生ずるものであるから、
法人化を考える自治会への説明を行っ
ていく。

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

0 1

2 85

事業
内容
・

活動
手段

対象

自治会

地縁証明
書発行
数、年功
届け受理
数

効率性 3 達成度 　

説明：
平成２５年度から２７年度にかけて、実
績値は０件であった。

 直営
（委託無）

1 66 67 #DIV/0!

2,270 2,747

現状維持
自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期
業務フローに改
善の余地がある

小平市

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

91 1,919 1,919 2,681 4,600

目的
・

意図

主体的にコミュニティ活動が
できる

東村山市 清瀬市 西東京市

98

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性

総合評価（課題・方向性）：
基礎的コニュニティ組織である自治会
は地域の諸課題解決のために不可欠な
組織であり、地域住民間の共助の組織
として自治会の果たす役割は重要であ
り、今後も支援を行っていく。事業

内容
・

活動
手段

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

1,882 2,651 4,533 48,742

　

自治会に対する活動補助金及
び集会施設設置等補助金の交
付など

自治会加
入率（加
入世帯数/
全世帯
数）

廃止予定
の有無

説明：平成26年度以降については、補助
金申請団体数はほぼ横ばいである。

 直営
（委託無）

2,270

対象

自治会

自治会補
助金を申
請した自
治会数 1,882

行政
補完的

政策的 (改正実施年度１７年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

93

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

達成度 　

50,549

説明：各自治会単位の活動に対して補助
を行っている。申請自治会数を増やし、
地域活動を活性化するために、多くの媒
体を活用してPRを行っていくことも考え
られる。
申請に要する書類について、改訂を行
い、業務効率の改善を行っている。

効率性 3

終期

制度改正の
余地がある 　

7 694 701 350,500

効率性 3 達成度 　

説明：
平成２６年度から、事務内容を改善し、
若干ながら効率性が改善されてきてい
る。

9 719

上乗せ

終期

対象

自治会連合会

会議開催
数

業務フローに改
善の余地がある

横出し

　

該当

2 7

目的
・

意図

主体的にコミュニティ活動が
できる

29年度の方向性 現状維持

2 8 8 702 710 355,000

説明：
２年間にわたり、運営方法を見直し会議
時間の短縮化と内容の検討を行い、業務
の簡素化を行ってきたことにより、業務
の簡素化・効率化が定着してきている。

総合評価（課題・方向性）：
本事業は、多くの自治会からの要望を
聞くことが出来る重要な事業である。
今後は、自治会連合会が取りまとめる
要望以外にも、各自治会からの率直な
意見も聞くことにより、地域課題の発
見・解決につなげていく。

事業
内容
・

活動
手段

自治会連合会からの要望書を
もとに、回答書を作成し、意
見交換会を実施する。

要望書回
答率

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

努力義務的
(法律・政令等)

18,990 53,193

対象 外部評価

制度改正の
余地がある 　

補助
金

目的
・

意図
西東京市

357

 直営
（委託無）

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

達成度

努力義務的
(法律・政令等)

終期

上乗せ 横出し

357 17,500

小平市 東村山市 清瀬市

対象

年間開館
日数(日)

市民、行政

市民プラザの管理運営（指定
管理者制度による）

市民と市民及び市民と行政と
の交流を図るとともに、市民
の文化活動を推進する 17,300

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

財政健全経営計画
実行プラン

廃止予定
の有無

説明：人件費の微増により、コストが微
増となっている傾向にある。

全部
委託

一部
委託

指定
管理

917 16,383 1,690

1,764

行政
補完的

（市）東久留米市市民プラザ条例
（市）市民ひろば管理運営要綱

358 18,200 1,913

該当
事業
内容
・

活動
手段 年間利用

件数(件)

業務フローに改
善の余地がある 　

15,736 1,603 19,103 53,510
3効率性

29年度の方向性 現状維持

16,287 1,621 19,821 55,366

説明：平成２７年度を以って指定管理者
の期間満了となり、２８年度からの業務
フロー等には変更が生じる可能性があ
る。

総合評価（課題・方向性）：市庁舎内
の施設という制約の中、効率的な運
営、利用者、地域との関係づくりの強
化を図るための事業展開を行ってい
る。市民プラザ夏まつりは地域の事業
に成長し、市民の文化活動促進という
目標の達成に向けた取り組みが定着し
ている。
平成２８年度から施設を運営管理する
指定管理者が変わったことにより、こ
れまで培った地域とのつながりを保持
するとともに、新たな事業展開を期待
する。

　

東久留米市


